基準収入額適用申請広報原稿　（案）
医療費の自己負担割合が変わる場合があります。
　同一世帯に住民税課税所得が145万円以上の長寿（後期高齢者）医療制度の被保険者がいる場合の所得区分を「現役並み所得者」といい、医療費の負担割合は３割となります。
　ただし、下の表の①②③のいずれかの要件に該当する場合、申請することにより、「一般」の区分と同様となり、負担割合が１割となります。
表
	①同じ世帯に被保険者が一人の場合、その方の年収が383万円未満であるとき。

	②同じ世帯に被保険者が複数いる場合、その全員の年収が合計で520万円未満であるとき。

	③同じ世帯の被保険者が一人で、同じ世帯の70歳～74歳の方も含めた年収が520万円未満であるとき。


申請方法については、○○市（町・村）○○課○○係
ＴＥＬ　○○　へお問い合わせください。
　
＊基準収入額適用申請広報原稿の広報誌への掲載については、各市町村によって対応が異なるため（例　市町村で対象者を把握し個別通知する等）各市町村へお任せします。
